
平成26年３月橋本市議会定例会会議録（第２号）その５ 

平成26年２月17日（月） 

                                           

                                      

（午後１時00分 再開） 

○議長（石橋英和君）休憩前に引き続き、会

議を開きます。 

 日程に従い、一般質問を行います。 

 順番４、11番 土井君。 

〔11番（土井裕美子君）登壇〕 

○11番（土井裕美子君）お昼から一番でござ

います。ちょっと大分、上がほんのりと暑く

てぼーっとしてますが、お付き合いいただき

たいと思います。 

 それでは、ただ今議長のお許しをいただき

ましたので、通告に従いまして一般質問を始

めさせていただきます。 

 今回の私の質問は２項目でございます。 

 まず、一つ目の質問は、社会保障・税番号

制度（マイナンバー制度）についてです。 

 社会保障・税番号制度、これはいわゆるマ

イナンバー制度ですけれども、これを導入す

るための法律が平成25年（2013年）の３月１

日に閣議決定され、５月31日に公布されまし

た。 

 皆さまもご存じのとおり、この制度は国民

一人ひとりに12桁の番号を割り当て、氏名、

住所、生年月日、個人所得、納税実績、年金

などの個人情報をその番号で把握し、管理で

きるようにするものであります。中長期滞在

の外国人や法人にも番号が割り当てられます。

そして、希望者には、番号と顔写真が記載さ

れた個人カードが交付されることになってお

り、多岐にわたる個人情報を一つの番号で管

理できるため、行政事務の効率化によるコス

トの削減、そして行政手続きの簡素化、社会

保障給付の適正化ができるとしています。 

 政府は、この制度の運用開始を平成28年

（2016年）の１月から予定しており、本市に

おいても平成27年（2015年）の10月から順次

番号の付番・通知が開始されることとなりま

す。そのため、各自治体では、それまでに体

制の整備や業務の見直し、関連する条例の制

定や改正などが必要となっており、マイナン

バー制度開始に向けての準備を進めていかな

ければなりません。 

 しかし、この制度については、既に導入し

ている先進国での成りすまし犯罪、そして情

報漏えい被害なども報告されておりまして、

今後起こり得るさまざまな問題点もしっかり

と把握した上で、進めていかなければならな

いと考えています。 

 そこで、今回は何点か質問をさせていただ

きます。 

 ①国や県から示されている予定に向けて、

本市としての工程表はどのようになっていま

すか。 

 ②各課が独自に対応するのではなく、番号

の活用やシステム構成など、全庁的な取り組

みと全体方針に基づいた検討が必要と考えま

すが、今後の担当課やプロジェクトチームの

設置等は考えていますか。また、それに伴う

人員の増配置は考えていますか。 

 ③既存システムへの影響調査や対応システ

ムの設計開発等の業者委託は、どのように考

えていますか。 

 ④番号通知作業の段階でさまざまな問題点

が考えられますが、その対応への検討はして

いますか。 

 ⑤2014年（平成26年度）での予算要求はし

ていますか。 

 ⑥本市での独自利用の検討や個人情報保護
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条例の改定等は検討していますか。  次に、３点目の既存システムへの影響調査

や設計開発等業者委託についての考えでござ

いますが、現在運用中の基幹システムは、平

成26年10月より自治体クラウドシステムへの

切り替えを予定しており、運用開始に向けて

現在鋭意作業中です。その上で、新しい基幹

システム上で発生する社会保障・税番号制度

のシステム導入及びシステム運用については、

国の補助金・交付金を活用し、平成26年度に

おいてシステム改修に必要な契約を行い、期

限までに遅れることのないよう計画的に業務

を行うこととしています。 

 ⑦利便性と費用対効果についてはどのよう

にお考えですか。 

 ⑧情報漏えいの危険性とその対応策につい

ての取り組みはどのように考えていますか。 

 次に、２点目の質問です。 

 今年度より、庁内においてＨＭＰ48（橋本

まちづくりプロジェクト）の取り組みが進め

られているとのことですが、その取り組み内

容と、今後、その成果を具体的にどのように

生かされるのかをお聞かせいただきたいと思

います。 

 以上で１回目の質問を終わります。  次に、４点目の番号通知作業段階で考えら

れる問題点とその対応についてのご質問です

が、平成27年10月、国より委託を受けた地方

公共団体システム機構から個人に対し番号通

知が行われ、その後、個人番号カードを必要

とする個人が機構へ申請を行い、機構側で一

括発行することが想定されています。また、

個人番号カードの交付につきましては、来庁

方式により平成28年１月より市町村が行うこ

ととなっています。 

○議長（石橋英和君）11番 土井君の質問項

目１、社会保障・税番号制度に関する質問に

対する答弁を求めます。 

 企画部長。 

〔企画部長（森川嘉久君）登壇〕 

○企画部長（森川嘉久君）社会保障・税番号

制度について、お答えをいたします。 

 まず、１点目の導入に向けた本市の工程に

ついては、平成27年10月の番号通知及び平成

28年１月の個人番号カード交付に向け、国が

示す工程に基づき、遅れることなく取り組む

必要があります。本市でも、平成26年度より

関連システムの改修をスタートさせ、システ

ム改修に関連し義務付けられている特定個人

情報保護評価についても、順次実施していき

ます。 

 したがって、個人番号カードの交付当初に

は、窓口の混雑及び事務量の増大が予想され

るため、その対応策として、一時的な臨時職

員の配置、臨時窓口の設置、定期的に休日や

時間外での交付対応などの方法が考えられま

すが、今後、国の動向などを踏まえ、さらな

る検討が必要であると考えています。 

 次に、２点目の担当課やプロジェクトチー

ムの設置、人員配置については、番号制度の

導入に係る担当課の新設やプロジェクトチー

ムの設置、また、特定の課へ正職員を増員配

置する考えはありませんが、平成26年４月か

らは、関係する各課において情報共有と関連

業務の連携を図るため、（仮称）社会保障・税

番号制度に関する庁内連絡調整会議を設置し、

運用開始に向けた体制を構築いたします。 

 次に、５点目の平成26年度での予算要求に

ついてのご質問ですが、予算要求のもととな

るシステム改修費用について、現在、設計積

算業務を行っています。一方、国ではシステ

ム改修に対する補助金交付要綱の制定をこの

年度末に予定している状況を踏まえると、現

時点では、平成26年６月議会に補正予算を提

案させていただきたいと考えています。 

 次に、６点目の独自利用の検討や個人情報
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保護条例の改定等は検討しているかとのご質

問ですが、独自利用については、今後、公布

される政省令に基づき、現行業務における利

用の可否を検討し、庁内連絡調整会議等でも

十分議論を重ね、判断していきたいと考えて

います。また、個人情報保護条例についても、

個人番号の利用開始時までに必要な改正が求

められるため、平成26年度において個人番号

制度の規定に合うよう検討していきます。 

 次に、７点目の利便性と費用対効果につい

ての考えですが、番号制度導入の効果としま

しては、公平な社会の実現、国民の利便性向

上、行政の効率化の三つが挙げられています。

基本的な考え方は、国は、番号を活用して、

より正確な納税を確保するとともに、正確な

所得に基づいて、社会保障を効果的・効率的

に給付するということになっています。 

 利便性におきましては、市民は、社会保障

給付の申請・届出等各種申請・申告等に必要

な行政機関が発行する納税証明書などの添付

書類の省略が可能となります。また、自宅の

パソコンで自分の情報がいつ、どの機関から

どの機関に対して、どのような事務のために

照会・提供されたのかを確認できるようにも

なります。この、いわゆるマイ・ポータルに

は、行政機関が保有する自分の個人情報につ

いて確認する機能や、行政機関等からのお知

らせを受け取る機能も盛り込まれる予定です。 

 さらに、社会保険料控除の対象となる保険

料や税務署が把握している納税者の所得の情

報などもマイ・ポータルで確認できるように

なり、より簡単に正確な確定申告が可能にな

ること等が挙げられます。 

 番号制度に関する対応にあたっては、対象

となる業務をそのまま単純に維持するシステ

ム化のみを行うのではなく、業務の見直しに

積極的に取り組み、効率的な住民サービスの

提供が可能となるよう、業務の改善とサービ

スの質の向上に取り組んでまいりたいと考え

ています。 

 最後に、８点目の情報漏えいの危険性と取

り組むべき対応策についての考えですが、議

員おただしのとおり、個人情報漏えい事故件

数の推移を見ると、被害件数は増加傾向にあ

り、地方公共団体からの漏えい事故も相当件

数にのぼっております。しかしながら、さき

に番号制度を導入している海外の成りすまし

の事案等は、番号のみで本人確認しているこ

とや、番号に利用・収集制限がないこと、及

び不正利用に対する罰則の不備等が影響した

と考えられます。 

 このことを踏まえた日本の番号制度では、

厳格な本人確認の義務付けや、利用範囲や番

号収集・用途を法律で限定し、不正利用に対

する罰則の強化などの措置を講じています。 

 また、本市が将来のシステム設計・構築を

行う上では、情報漏えい事故が発生しないよ

うな高いセキュリティを備えたものにするこ

とを、情報システム基盤構築の必須の要件と

しています。社会保障・税番号制度の開始に

合わせて、平成26年10月より予定している自

治体クラウドシステムへの移行においても、

包括した情報セキュリティ対策を進めている

ところです。今後は、国が示す情報漏えい対

策なども注視した上で対応を行っていきたい

と考えています。 

○議長（石橋英和君）11番 土井君、再質問

ありますか。 

 11番 土井君。 

○11番（土井裕美子君）私もたくさん項目を

挙げまして質問をさせていただきましたが、

ちょっと部長、割と早い口調でばーっと読ん

でいただきましたので、なかなかメモするの

が難しい状況でございましたが、私なりにち

ょっと、こつこつと質問をさせていただきた

いと思います。 
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 この問題におきましては、大分いろんな書

物を読んだりですとか、情報収集をして勉強

をしてきたわけでございますけれども、ちょ

っと若干間違えている点がございましたら、

またご指摘をしていただきたいと思います。 

 まず、質問の１点目と２点目をちょっと合

同した形で入らせていただきます。 

 平成26年度の４月から、（仮称）庁内連絡調

整会議ですかね、それを設置して運用に向け

た体制を構築するということでございました

けれども、内閣官房のホームページの中には、

制度導入のための各作業には、情報システム

の改修であるとか、特定情報保護評価の実施、

番号利用提供条例の制定とか、個人情報保護

条例の改正とか、さまざまな関係する課が庁

内から洗い出すことが必要であるということ

が書いてございました。また、それらを番号

制度関係課というふうに総括をして、総括す

ることができる番号制度の主幹課を定めるこ

とが望ましいというふうに書いてございまし

た。 

 その主管課の役割としては、国から提供さ

れる番号制度導入に関する情報の連絡窓口に

とどまらず、主体的に番号制度導入に係る作

業スケジュールを番号制度関係課に示し、そ

の進捗状況の管理を行う必要があると。なお

かつその予算計上ですね、いろんな課から、

多分いろんな予算が必要になってくると思う

んですけれども、その改修費用の見積もり等

を行うのも、できたらその課がやるのが適当

ではないかなというふうに書いてあったと思

うのですが、そのような総括的な役割を、こ

れから構築される庁内連絡調整会議が持たれ

るのかなということが１点と、もう既に番号

制度の対応作業を進めている自治体のお話を

聞かせていただく機会がございました。その

お話の中では、専任の部署が今ないというこ

とで、そこの自治体では、現在使用している

宛名番号整理のときに、消し込むような権限、

例えば番号が重なっているような事例があっ

て、それを消し込む権限が大変難しいとして

いると。なので、やはりある程度の課に、そ

の専任の課に、権限を持たせて行うほうがい

いというふうなお話を聞かせていただいたの

ですが、橋本市においては、今後、庁内の連

絡調整会議が、そのような権限を持って作業

を進めていくおつもりなのですかということ

を１点目の質問にしたいと思います。 

○議長（石橋英和君）企画部長。 

○企画部長（森川嘉久君）先ほどから答弁を

させていただきましたように、４月から調整

会議を立ち上げるということでご答弁をさせ

ていただいたわけでございますけども、既に

国のほうは、マイナンバー制度についてはい

ろんな形で説明会等も開催をされております

し、県のほうからもそういう形で情報がまい

ってきておりまして、本市におきましてもそ

れに対応すべく、まず、その情報システムの

ほうがやっぱり中心的な、大きな負担を担う

というような形になってきますので、情報推

進室のほうで現在も中心になって、ハード的

な改修、ソフト的な改修については、既にか

なりの程度進めております。 

 これは、先ほどもご答弁の中でも申し上げ

ましたが、自治体クラウドを本市が先行して

取り組んでおるというのは、このマイナンバ

ー制度についても、それをすることによって

かなりシステム改修の負担が軽減されること、

それから費用的にも若干の負担が軽減される

ということがありましたので、マイナンバー

の前に自治体クラウドをまず進めていこうと

いう考え方で、本市としてもやっておりまし

た。 

 そういうことですので、情報システムの面

では、他の自治体に比べれば、その部分でか

なり進んでおるんではないかというふうに思
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いますし、負担も軽減できるんではないかと

いうふうに考えております。そういう意味で、

先ほど特定情報保護評価の点もご質問いただ

いたわけですけども、システム運営に関して

は、情報推進室が中心になって今後も進めて

いきたいし、現在も取り組んでおるというよ

うな状況でございます。 

 それから、主管課の件でございますけども、

企画経営室のほうで統合的に市の機構等も所

管しておりますので、中心的になって調整を

進めておるような状況でして、現在のところ、

窓口の点に関しては市民課が一番、個人情報

カードについても交付の窓口となることから、

そういう形で市民課、それから企画経営室、

情報推進室が中心になって現在取り組んでお

るんですけども、議員ご指摘のとおり、その

他の関連業務、特に社会保障の関連業務、そ

れから条例の関係の整備等もございますので、

今後は、４月以降は調整会議を設けて進めて

いきたいというふうに考えております。 

 それで、データの重複の削除の件でござい

ますけども、私もこれ、あまりこういう部分、

はっきりわからないところもあったので、今

回ちょっと勉強させていただいたんですけど

も、専門用語でデータクレンジングというふ

うな言い方をするようでございまして、これ

は、重なっておるような情報について一元化

をして、不要な情報については消していくと

いうようなことをシステム上でするような作

業のようでございます。それで、これにつき

ましては、自治体クラウドを進める中で、既

にその情報システムを統合するために、今、

進めておる最中でございまして、ですから、

自治体クラウドの段階で一定作業が進んでい

くので、マイナンバーの段階では既にかなり

整理された段階になっているものというふう

に考えております。 

 ただし、この辺につきましても、今後、国

のほうからいろんな指示が出てくるだろうと

思いますので、それに対応して十分取り組ん

でいきたいというふうに思っておりますが、

そういう意味でも、ちょっと本市の場合は若

干進んだ状況にあるんかなというふうには考

えております。 

○議長（石橋英和君）11番 土井君。 

○11番（土井裕美子君）わかりました。私が

ちょっとお話を聞かせていただいた自治体が、

政令指定都市的に大分規模の大きい自治体の

お話を聞かせていただきましたので、人口規

模から言うと本当にデータクレンジング、今、

部長がおっしゃったデータクレンジングに大

層な時間がかかっていて難儀しているという

ようなお話でしたので、本市のような７万人

ぐらいでしたら、先行して自治体クラウドに

向けても進んでいただいているということで

ございますので、問題はなく進んでいけるの

かなというお答えでございましたので、少し

安心をいたしました。 

 それでは、３番目の問題に入らせていただ

きます。平成26年の10月より自治体クラウド

システムに切り替えていっていただけるとい

うことで、私、たしか平成23年の12月の議会

で、情報セキュリティについて質問をいたし

ましたときに、最後に理事のご答弁がござい

まして、今後は、その情報セキュリティも含

めて、自治体のクラウド化に向けて順次進め

ていきたいというお答えをいただきまして、

やっと、この26年の10月にクラウド化が実現

するんだなというふうに思っているわけです

けれども、ちょうど番号制度を導入するにあ

たり、クラウド化を進めていくということで、

多分、和歌山県の市の中では、はじめてクラ

ウド化をされるのではないかなというふうに

思っているんですけれども、そのクラウド化

をするにあたってのメリットというのがあれ

ば、ちょっと教えていただきたいんですけれ
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ども。 

○議長（石橋英和君）企画部長。 

○企画部長（森川嘉久君）自治体クラウドに

つきましては、以前から議会でもご質問いた

だいた中で、ご答弁をさせていただいておる

わけでございますけども、メリットにつきま

しては、もちろん経費の関係で、それぞれば

らばらなシステム運用がされておる部分につ

いて、今度は統合した形で、それもクラウド

システムとして本市にハード的なサーバー等

を置く必要がなくなった中で、通信回線を利

用して統合的な運用がされるというメリット

がございます。 

 その点で、費用負担につきましても、ちょ

っと金額をはっきり申し上げられないので申

しわけございませんけども、かなり費用が、

年間１億円弱削減ができるというふうな試算

をしておるところでございます。 

 それから、先ほども申し上げましたように、

その番号制度を見据えた中で自治体クラウド

も進めてきたということがございまして、こ

れからシステム改修、それぞれのシステムを

改修、番号制度に向けてシステム改修をする

となりますと、施行業者のほうでシステムエ

ンジニアが取り合いというような状況になり

つつあります。そういう中で、クラウドにす

ることによって、それから、うちの場合は先

行して契約もしておりますので、それについ

ては遅れることがないような状況でいけるん

ではないかというふうに思っておりまして、

その辺の安心感があるんではないかというふ

うに考えております。 

 自治体クラウドに、特にその番号制度導入

に関するメリットというところでは、大きく

言いまして、現在考えておるのは以上のよう

な状況です。 

○議長（石橋英和君）11番 土井君。 

○11番（土井裕美子君）ありがとうございま

す。そうですね、おっしゃるとおりに、私が

心配していたのは、平成28年の導入が全国的

に一斉になるわけで、そのときまでに、まあ

言うたらシステムエンジニアを確保しておか

ないと、遅れている、システムエンジニアの

確保ができないよというようなお話もござい

ましたので、本市においては、このシステム

エンジニアの確保をどのようにお考えになっ

ているのかなということも含めて質問をさせ

ていただいたわけでございまして、大丈夫や

というお答えをいただきましたので、これも

大変安心をいたしました。 

 それでは、４点目でございます。番号通知

作業が今後進んでいくわけでございますけれ

ども、これは個人に対する番号通知は、国か

ら委託を受けた地方公共団体システム機構と

いうところが郵送なりをして行うわけですけ

れども、個人に、住所に届けるわけですが、

個人に直接通知が届かない場合も出てくるの

ではないかなと思うわけです。そうする場合

とか、それから、いろんな事情がある。例え

ば、ＤＶを受けていらっしゃる方であれば、

一応、戸籍上には一緒の家族になっているけ

れども、ちょっとどこか違う場所に住んでい

らっしゃる場合もあるかと思うんですけれど

も、そういう何らかの理由によって、本人の

手元にその通知が届かないときというのがあ

ると思うんですけれども、そういう場合はど

のようにされるのでしょうか。 

○議長（石橋英和君）企画部長。 

○企画部長（森川嘉久君）まず、番号通知さ

せていただくについて、これは現在のところ、

住民票に記載された住所に送らせていただく

ということになっております。そういう中で、

議員ご指摘の点も、起こり得る可能性がある

問題であるというふうには考えております。 

 国のほうでも、この法案審議の中で、そう

いう点がいろいろと議論になったようでござ
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いまして、とりあえずは実態に即した届出を

してもらうのが原則であるという、国のほう

でも回答になっておるようでございますけど

も、議員ご指摘のような、ＤＶ等で住所を秘

匿しなければならない住民の方ももちろんい

らっしゃるわけでございまして、これがもれ

るということは大変なことにつながってくる

ということもございますので、その辺につい

ては、国のほうで今後検討した中で指示を出

してまいりたいというような、現在のところ

答弁になっておるようです。ただし、市のほ

うでも今考えられますのは、もちろん住所は

秘匿したまま、現住所地は、いろんなＤＶ等

でもそれぞれの社会保障の給付を受けられて

おったり、子どもさんの学校の点があったり

して、住所を一応つかんでおるというような

状況もございますので、国の指導を待ちなが

ら、そういうことも含めた中で、外にもれる

ことなく通知をさせていただける方法が、今

後、検討しなければならないんかなというふ

うには考えております。 

○議長（石橋英和君）11番 土井君。 

○11番（土井裕美子君）これは市単独でどう

のこうのという問題ではなくて、国のほうで

しっかりと対応を検討していただく必要があ

ると思うんですけれども、そういうことをあ

まり考慮に入れないで送っていただいてしま

うと問題も起こり得るので、またいいアイデ

アがあれば、国に地方のほうから声を上げて

いっていただくような形もとっていただきた

いと思います。これは、国の対応を待たない

と仕方がないという、そういうことですね。 

 それでは６点目でございます。これもちょ

っとわからないんですが、安心・安全の確保

という状況の中で、先ほど部長のご答弁の中

にもあったと思うんですが、特定個人情報保

護評価というのが、これをするにあたって必

要になってくるというふうに、いろんな、内

閣府というんですか、政府からの準備段階の

中で書かれているんですけれども、この評価

制度というのを導入するにあたって、本市で

はどのように考えていらっしゃるのかという

のをお答えいただけますか。別の機関という

のをつくるということなんでしょうか。 

○議長（石橋英和君）企画部長。 

○企画部長（森川嘉久君）個人情報の保護に

関しましては、本市におきましても個人情報

保護条例がございますので、それを改正した

中で個人番号通知に対応していきたいという

ふうには考えております。ただし、システム

上の問題点につきましては、先ほどから出て

おります特定個人情報保護の評価という形で、

これは国に届け出をさせていただきまして、

評価書を出させていただきまして、国のほう

でも個人情報保護委員会という名前だったか

と思うんですけど、新たな組織を立ち上げら

れまして、十分情報もれのないようなシステ

ムであるかどうかというのを、きちっと検証

して承認を出すというような手続きをするよ

うでございまして、そこで認められないよう

な組織、手続き、それからシステムであると、

個人番号通知、それから個人番号の利用も含

めて、そのシステム的な利用はその地方公共

団体にはさせないというようなことであろう

というふうに考えておりまして、まず、この

制度を進めていくには、それをクリアしなけ

ればならないというふうに考えております。

その点につきましては、十分なそういうシス

テムを、特にクラウドで今回はやりますので、

まず間違いなくクリアできるんではないかと

いうふうに思っております。 

 ただし、システム上の問題点もございます

けども、人的な問題で情報もれが起こること

というのはよくあることでございまして、そ

れを防ぐためには、国のほうでも今回かなり

罰則を強化されてするようでございますけど
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も、それとともに本市におきましても、十分

研修制度をきっちりと進めていきまして、こ

ういうことの起こらないように、特に人的側

面のところについては、十分対応できるよう

な体制づくりをしていきたいというふうに考

えております。 

○議長（石橋英和君）11番 土井君。 

○11番（土井裕美子君）最後の８番の、情報

漏えいの問題のところまでの答えもいただい

たように思ってしまいますが、６番目と７番

目の、私が書かせていただいた独自利用と利

便性ということは、ちょっと一緒になってし

まったので、６番目と７番目の質問をちょっ

と一緒にさせていただきたいんですけれども、

午前中にも同僚議員のほうから質問があった

一元化がされるということで、庁内での一元

化、橋本市の中での一元化ができるというこ

とで、恐らく、先ほどの納税の部分について

も、より早く進められることになるのではな

いかなと思うんですけれども、例えば、行政

の中でマイナンバーが導入されますと、いろ

いろな市民の皆さま方にとっての利便性が向

上することがあると思います。 

 その中に独自利用というのもあるんですけ

れども、例えば、マルチカードですかね。マ

ルチカードというのは何にでも使えるカード、

コンビニ交付もそれに入っていると思うんで

すけれども、コンビニで証明書が発行できる

であるとか、図書館であるとか公共施設が、

そのカードで利用できることであるとか、そ

れからインターネットを使って、自分がこれ

から証明書が欲しいとかいろんな手続きをす

る段階で、事前に手続きをすることであると

か、市民ポータルといって、お知らせが市民

に郵送で送られてくるのではなくて、インタ

ーネットを通じて送られて、個人に情報が送

られてくるというような、そういう独自利用

というのが注目されてるわけですけれども、

それを今後研究していくということでござい

ましたが、そういうのをぜひ活用していただ

きたいと思います。 

 それと、行政においては総合窓口サービス

というのがあるんですけれども、ぜひともこ

の導入に際しては、総合窓口サービスの実現

化をしていただきたいんですけれそも、その

辺のところは、今後、積極的にスピード感を

持って進めていただくことはできますか。た

くさん言いましたが、総合窓口サービスとコ

ンビニ交付についてはどのようにお考えでし

ょうか。 

○議長（石橋英和君）企画部長。 

○企画部長（森川嘉久君）この個人番号制度

に関しましては、まず税、それから社会保障

ということが基本的な、それから防災、これ

についても国の主要な業務の範囲、このこと

のために、今度マイナンバー制度を導入して

いくんだということでございますので、この

三つの点については基本的な点でございます

ので、きちっとした形で対応できるように進

めていかなければならないというふうに考え

ております。 

 そして、さらに独自利用ということで、ご

質問をいただいたわけでございますが、番号

カードにつきましてはＩＣチップが入ってお

りまして、その領域が、まだかなり個人番号

コードのみでは余っておるようでございまし

て、これも使えるようになるというようなこ

とを国のほうから示されておるところでござ

います。ただし、その独自利用につきまして

は、今後、国のほうから推奨例等で、こうい

うことはしてもいいですよとかというような

ことを示してくるとともに、市独自でやる場

合はもちろん条例化をいたしまして、こうい

うことをすることについて議会のほうでもご

審議をいただいて、それについてご承認を得

ながら進めていくという形になろうかと思い
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ます。 

 それで、挙げられておりましたコンビニの

交付につきましては、これは以前から課題に

なっておったわけでございますけども、今度

のこのマイナンバー制度によって、システム

上の基盤はかなり進んできたということにな

りますので、今までなかなか導入できなかっ

た点について、これによってかなり導入に対

するハードルは低くなったというふうに考え

ておりますので、ぜひともこれは実現をして

いきたいなというふうに考えております。本

市の、現在は自動交付機で交付しておるもの

についても、自動交付機についても耐用年数

が参ってきますので、その時点ぐらいを目標

に、できるだけコンビニ交付に切り替えられ

るものは切り替えていきたいというふうには

考えておるところです。 

 それから、総合窓口の件でございますけど

も、これにつきましても、システム的なハー

ドルというのはかなり下がってくるのはご指

摘のとおりでございまして、基盤は整うわけ

でございますけども、総合窓口については以

前から、これはもう検討事項でございまして、

やろうかということでかなり検討した時期も

あるんですけども、その総合窓口に来ていた

だいただけで、市民の皆さま方のサービスが

そこで完結する形にできるかどうかというと

ころが問題でして、そこで、ワンストップで

完結するんであれば、それはご負担が少なく

なるということでいい話であるんですけども、

ちょっと細かいことになってきますと、それ

ぞれの担当課でないと、ということも出てく

るわけでございます。その辺を以前にもかな

り検討したわけなんですけども、なかなかそ

の点がございまして踏み切れなかったという

ことがございます。 

 今後、これについても、その辺も含めまし

て、後ほどの質問もいただいておるんですけ

ども、実はＨＭＰ48の中でも、そのことにつ

いて一つのプロジェクトとして研究しておる

グループがございますので、その中でも十分

検討していきたいというふうに考えておりま

す。 

○議長（石橋英和君）11番 土井君。 

○11番（土井裕美子君）そうですね。後のＨ

ＭＰ48の中にも、この総合窓口の実現という

ようなプロジェクトがあったかと思うので、

ぜひとも番号制度導入にあたって、やはり行

政内の業務の効率化だけでなく、市民の方の

利便性というのも第一に考えていただいて、

何とか実現に向けて進んでいっていただきた

いなと思います。 

 ちょっと参考までに、現在、福岡県の粕屋

町というところがございまして、これは人口

４万2,000人ぐらいのまちなんですけれども、

ここが総合窓口サービス、インテリジェント

型総合窓口ということで先進的にやってらっ

しゃいますので、資料を読ませていただくと

大変すばらしい取り組みでございます。また

こういうところも今後参考にされて、導入に

向けて前進していっていただきたいと思いま

す。 

 ほかは、福祉保健総合相談室というのを取

り組んでいるところは神奈川県の藤沢市であ

るとか、防災のこともおっしゃっておりまし

たが、被災者台帳というのを兵庫県の西宮市

でつくっておられますし、これは前も私、防

災のところで質問したと思うんですけれども、

そういうところで、この導入をされている自

治体も、もう実際にございますので、そうい

うところを参考にしていただいて、市民の方

の利便性の向上を図っていただきたいと思い

ます。 

 もう一点ですが、マイ・ポータルという言

葉が出てまいりました。そのマイ・ポータル

というのは、個人用のウエブサイトで、個人
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が自宅のパソコンで、社会保障とかの行政サ

ービスに関する情報を受け取ることができる

システムが、このマイナンバー制度によって

導入されるということなんですが、例えば高

齢者の方であるとか、それからパソコンが家

になくて、インターネット環境にない方とか

というのがいらっしゃると思うんです。いわ

ゆる情報弱者と言われている方々なんですが、

その方たちへの対応というのは、国からもあ

る程度情報が来ているかなと思うんですが、

本市としてはどのようなお考えをお持ちでし

ょうか。 

○議長（石橋英和君）企画部長。 

○企画部長（森川嘉久君）議員ご指摘の点に

つきましても、国の議案の審議の中でもいろ

いろと議論があったようでございまして、そ

のマイ・ポータル、ウエブサイト自体は、こ

れは国で作成いたしますので、本市がどうこ

うという形にはならないかと思いますけども、

高齢者の方でありますとか、ちょっと障がい

者の方まで書いてあったかどうかは記憶が定

かでないんですけども、本来的には障がい者

対応も必要であろうかというふうに思います

し、使いやすい形でのウエブサイトにしなけ

ればならないという認識は、国のほうも持っ

ておるようでございます。 

 それから、パソコンのない方の対応につき

ましては、これは国のほうも公的機関にイン

ターネット端末をというような形で対応をし

たいということで考えておるようでございま

して、本市の場合も、以前からインターネッ

ト端末を、それぞれ公民館でありますとか、

市役所でありますとかにも置いてあるわけで

すけども、残念ながらちょっと現在のところ、

利用はあまりいただいてないのかなというふ

うには考えますけども、今後、必然的に必要

性が高まってくるかとは思われますので、き

ちっとした形で、また再度整備を考えていき

たいというふうには考えております。 

 以上のようなところでございます。 

○議長（石橋英和君）11番 土井君。 

○11番（土井裕美子君）それでは、最後の質

問です。情報漏えいの危険性と対応策につい

てですけれども、実際もう導入されている国

が多数ございます。しかしながら、韓国とか

アメリカでの情報漏えいによる犯罪というよ

うな報道がいろいろされておりますので、多

分市民の方々におかれましては、不安感とい

うのが大分あるように感じております。ＩＣ

チップ付きの個人番号カードが発行されると

いうことなんですけれども、例えば、そのＩ

Ｃカードの中に、いろんなプライバシー性の

高い個人情報が入るのではないかなというよ

うな誤解が生まれていると思うんですね。住

基ネットの４情報しか多分入らないと思うん

ですけれども、それとか、先ほど一元管理と

申し上げましたが、行政内の中では一元管理

ができますが、市民の皆さま方の中には、政

府が一つのある機関で、一括していろんなプ

ライバシー関係の情報を集めて一元管理をす

るのではないかなというような、いろいろな

誤解を生じている部分があると思うんです。

まだまだ市民の方々には不安感が、この番号

制の導入に向けてはあると思うのですが、今

後、やはり市としても導入にあたってのプロ

セスの中で、市民の方々への広報活動という

のが大切になると考えますけれども、その辺

の広報活動についてはどのようにお考えです

か。 

○議長（石橋英和君）企画部長。 

○企画部長（森川嘉久君）個人情報漏えいの

問題に関しては、先ほどご答弁させていただ

いた点もございますし、議員のほうからご指

摘いただいたとおりでございます。ＩＣチッ

プに入るのは４情報のみでございますし、分

散管理という形で、それぞれの税情報であり
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ますとか、社会保障給付の情報でありますと

かは別々に管理するわけでございまして、こ

れは１個の統合的なデータベースを持って管

理しておって、そこからもれると全部もれる

というようなシステム設計にはなっておりま

せん。それから、情報の照会、応答のところ

についても、厳重なセキュリティということ

で、暗号化をした情報のやり取り等もすると

いう予定になっておるようでございますので、

最新の技術にのっとった形で、国のほうで進

めていくんではないかというふうに考えてお

ります。 

 それで、広報活動の点でございますけども、

この点につきましては、とりあえず窓口、今

度、一番はじめに個人カードの窓口交付のと

ころが一応、一番のポイントになってくるか

とは思います。その時点までに、この個人情

報制度がどういうものであるかということに

つきましては、国のほうでもかなりの広報を

されるようでございますけども、本市といた

しましても、できるだけホームページ等に国

の情報が見ていただけるような形でリンクを

張る等、それから独自の広報活動もさせてい

ただきたいというふうに考えておりますので、

とりあえず、できるだけカード交付の時点で、

だいたいの流れといいますか、そういうこと

についても市民の方に知っていただけるよう

なことまで進めていくのが必要ではないかと

いうふうには考えております。 

○議長（石橋英和君）11番 土井君。 

○11番（土井裕美子君）ちょっと時間がない

ので、すいません、急ぎますが、いろんなこ

れから広報活動をしていただくことが大切で

あると思いますし、情報セキュリティの精度

を上げていただいて、最新の技術等を導入さ

れていかれるのは大変結構なんですけども、

いかんせんそれを操作するのは人ですので、

やっぱり人的なミスとか、それから個人が、

人が不正利用をしようと思えばいくらでも不

正利用できますので、先ほどのご答弁の中で

も、人的な研修ですか、そういうことも部長

ご答弁いただきましたので、少し安心してい

るわけですけれども、今後、それを、個人情

報等を扱う人の意識とかスキルの向上をきっ

ちりと大切にしながら、研修も含めてやって

いただきたいと思いますので、よろしくお願

いしたいと思います。一つ目の質問はこれで

終わります。 

○議長（石橋英和君）次に、質問項目２、橋

本まちづくりプロジェクトに関する質問に対

する答弁を求めます。 

 企画部長。 

〔企画部長（森川嘉久君）登壇〕 

○企画部長（森川嘉久君）ＨＭＰ48（はしも

とまちづくりプロジェクト）についてのご質

問にお答えします。 

 まず、このＨＭＰ48のＨＭＰとは、Ｈは橋

本、Ｍはまちづくり、Ｐはプロジェクト、そ

れぞれのアルファベットの頭文字から成って

います。48（フォーティエイト）は、まちづ

くりにつながる四つの柱に八つのプロジェク

トという意味です。 

 次に、ＨＭＰ48結成の背景ですが、さかの

ぼること６年前に、平成20年度から10年間の

まちづくりの羅針盤である長期総合計画を策

定し、昨年度、前期５年間の歩みを検証した

上で、今後のまちづくりのあるべき姿を後期

基本計画にまとめました。本市は、現在、主

要な政策である、企業誘致による雇用の創出、

子育て環境の充実、健康長寿社会の実現など、

さまざまな施策を推進しています。これから

先においても、このまちに住んでよかった、

このまちに住みたいと思えるまちづくりに取

り組み続ける必要があると考えます。 

 しかし、その一方で、人口減少や税収等の

落ち込みなど、今後しばらくの間、非常に厳
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しい行財政運営を強いられることになり、加

えて、合併後10年目の平成28年度より段階的

に普通交付税が削減されます。 

 このような状況を踏まえた上で、後期基本

計画は、人や企業に選ばれるまちづくりと、

それを可能にする持続可能な行財政運営を両

輪とし、これに対応した施策を展開していく

必要があるとしています。その意味で、特に

平成25年度から27年度までの３年間は、行政

組織の体質改善の準備期間として重要な意味

を持っています。 

 ＨＭＰ48の活動は、この後期基本計画を達

成するために四つの柱を設けて、八つの分野

で具体的な提案を行っていこうとする取り組

みであり、今後のまちづくりの提案と、それ

を補う財源の確保について、期間を最長３年

に限定し、今年度からスタートしました。 

 平成25年度は六つのプロジェクトに取り組

むこととし、その募集には67名の職員の参加

があり、平均年齢33歳と若い年齢層の構成で

昨年５月31日、キックオフすることができま

した。 

 ６月からは、月１回の定例チームミーティ

ングを11月までの間、計６回開催し、チーム

によっては、学識経験者を招いた研修会の開

催や、あるいは先進自治体への視察研修等、

それぞれの目的達成のための活動を重ねてき

ました。 

 12月には、半年間の活動報告として、市長・

副市長・教育長をはじめ橋本市のまちづくり

に関する庁内検討委員会委員である経営幹部

に対し、プレゼンテーションを実施しました。

持ち時間50分のプレゼンは、各チームの取り

組みの成果とともに、職員の持ち味が十分生

かされた特色ある内容となり、審査員からも

概ね高評価を得た次第です。 

 プレゼンでの提案内容は、平成26年度での

具体的な取り組みと、活動ごとにかかる予算

としてとりまとめ、橋本市のまちづくりに関

する庁内検討委員会において審査されました。

次年度において認められた取り組みは、平成

26年度当初予算に計上させていただいており

ます。 

 今年度の各チームの活動については、現在、

活動報告として取りまとめを行っており、そ

の内容は、３月中にホームページで公開する

予定です。 

 ホームページでの公開により、まずはＨＭ

Ｐ48の活動を広く市民の皆さんに知っていた

だくことで、アイデアの共有、さらには今後

のまちづくりに関して市民と行政、双方向に

よる活発な情報交換や活動につなげていける

よう、今後の取り組みを進めていきたいと考

えています。 

○議長（石橋英和君）11番 土井君、再質問

ありますか。 

 11番 土井君。 

○11番（土井裕美子君）すいません、ちょっ

と時間があまりないので、本来はそれぞれの

プロジェクトの発表されたのを細かく聞きた

かったのですが、ちょっと時間がございませ

んので、３月に取りまとめされたのをホーム

ページに載せていただくということで、それ

をじっくりと見させていただきたいと思うの

ですが、資料を割と読ませていただきますと、

実際、庁舎の、行政の中だけでの取り組みと

いうのもあるんですけれども、まちづくりと

か観光面においては、やはり市民の人を巻き

込んだ形で今後取り組んでいかないといけな

いような大変すばらしいアイデアが、この中

にあふれているように思います。 

 実際、もう市民の人から動いているような

プロジェクトもあるように感じてるんですけ

れども、ホームページに公表されて、たまた

ま同じ考えを持った取り組みを市民の方がさ

れている場合、そういう場合はどのように、
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そのプロジェクトに関してはされるんでしょ

うか。 

○議長（石橋英和君）企画経営室長。 

○企画経営室長（上田力也君）３月中をめど

に、今年度の活動についてホームページのほ

うで広報する、こういうふうに現在計画して

おります。そして、その中で、この活動に対

して市民の方からも意見をいただきたいとい

うふうに考えているところです。 

 その中で、今、議員おただしの、同じよう

な考え方を持った方、あるいは団体がおられ

た場合、どういうふうに市として対応するの

かということなんですけども、基本的に、こ

のＨＭＰ48というのは、どちらかというと中

長期的な視点でまちづくりというのを考えて

いこうという、そういう取り組みの中で始め

ており、我々の考え方と市民の考え方の意見

が一致をしたということで、すぐに動ける場

合とそうでない場合もあるんですけども、今

後、そういう方からの意見もいただいた中で、

取り組めるものについてはいろいろ検討した

上で、場合によっては、必要な予算を上げて

いくということも考えていきたいというふう

には考えております。 

 以上です。 

○議長（石橋英和君）11番 土井君。 

○11番（土井裕美子君）資料を見せていただ

いたら、割と具体的にいろんな活動内容が書

かれておりましたので、例えば、もう実際に

それを動き出してやっていらっしゃる団体な

んかがあった場合、必ずそのホームページに

そういうふうな項目を上げますと、じゃあ自

分とこ、これやってるんだから、行政も同じ

ように考えているんやったら、何らかの形で

タイアップしようよとかですね、そういうの

が絶対出てくると思うんですね。 

 だから、いやいや、まだ予算がつかないの

でとか、時間がまだもう少しかかりますとい

うような対応ではやっぱりいけないと思いま

すので、３月にそうやってホームページに上

げていただく以上は、今後、もしも同じよう

な考えを持った市民の方、それから団体の方

がいらっしゃる場合の対応というのも、きっ

ちり考えた上で出していただかないと、出し

ただけで行政は何もしてくれへんやないかと

いうようなことにもなりかねませんし、具体

的にどのように対応していくのかということ

を考えていっていただきたいと思うんです。 

 有志がやっていらっしゃいますので、とて

もいいプロジェクトだと思いますので、ぜひ

ともこれを効果的に活用していただいて、こ

れこそが市民と行政との協働という観点にな

ると思いますので、その辺のところ、もう少

し実行されて、素早い対応をしていただきた

いと思いますが、いかがですか。 

○議長（石橋英和君）企画部長。 

○企画部長（森川嘉久君）議員、かなり詳し

く中身を検討していただいたようでございま

すけども、このプロジェクトで発案しました

内容につきましては、かなり大きな話から小

さな改善まで、さまざまなことがございます。 

 それで、市民の皆さんにも参加していただ

けるようなプロジェクトという形のものにつ

いては、かなり政策としての幅の広さもござ

いますし、予算もかなり伴うものなんではな

いかというふうに、議員が見られたのは、ど

のところかわかりませんけども、私のほうで

は判断しておるわけでございまして、かなり

大規模な、もう政策として取り組まなければ

ならないようなものにつきましては、現在は

単なる案の段階でございますけども、市民の

皆さまのニーズも考えまして、それを本格的

な政策として取り組んでいくということにな

りますと、これは予算の点もございますし、

スピードアップということでご提言をいただ

きましたですけども、そういうことを意識し
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ながら、できるかできないかも含めて、きち

っとした形で、着実にできるような格好で取

り組んでいきたいというふうに思いますので、

その節は、また適切なご助言もいただけたら

というふうに思います。 

○議長（石橋英和君）11番 土井君。 

○11番（土井裕美子君）この取り組みは本当

にすばらしい取り組みで、内容も大変すばら

しい、さすがに有志の方々、平均年齢33歳で

すか、67名の方が集まって、多分、仕事終わ

ってからの超過勤務というんかな、放課後じ

ゃなくて、仕事の後のお疲れの体の中でやっ

ていただいたすばらしい取り組みであると思

いますので、宝の持ち腐れにならないように、

これを十分に今後の行政のほうに生かしてい

ただきたいと思います。そしてまた、市民と

の協働を実際に実現していっていただきたい

と思いますので、よろしくお願いをいたしま

す。 

 これで私の質問を終わります。 

○議長（石橋英和君）11番 土井君の一般質

問は終わりました。 

 この際、午後２時15分まで休憩いたします。 

（午後１時59分 休憩） 
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